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一-SRC(Survey Research Center)調査を中心として一一
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はじめに

本稿は，筆者の大きな問題関心である「現代ア

メリカの政党再編成」を分析するための予備的考

察として， 1960年代中噴から 1990年代までのア

メリカにおける有権者の政治意識の変容を扱うも

のである。

アメリカの政党制は，発足以来二つの主要な政

党の対立を軸として発展しており，その支持基盤

は社会の変動にあわせて「再編成 (Realignment)

を経験してきた(1)。それは各々の時代において政

党間で激しく争われた一連の争点を媒介として，

決定的選挙 (CriticalElection)を契機としなが

ら 2つの主要政党の支持と勢力が急激かつ持続

的に変化することを特色としてきた。例えば，大

恐慌発生後，生活の不安に脅える人々がますます

増えていく中で迎えた 1932年の大統領選挙は，

ローズベノレトが一般投票の 57.4%(ブーヴァーは

39.7%)，選挙人投票では 472票(フーヴァーは 59

票)を得て圧勝した。彼の就任後まもなく召集さ

れた特別議会は，ローズベルトの下で形成された，

いわゆる「ニューディール連合」が中心となって

100日間の会期中に政府から提案された重要法案

を次々と立法化した。その結果， 30年代以降いわ

ゆるニューディール政党制二第5次政党制が持続

したのである(九 32年の選挙が決定的選挙，主要

な再編，と呼ばれる所以である。

再編成の枠組からすると，アメリカの政党は

1960年代の後半から 70年代の初頭にかけて，共

和党候補ニクソンが圧勝した 1968年の大統領選

挙を決定的選挙と見て，その後共和党優位の政治

体制が確立されると予測された。 1968年の大統領

選挙で，それまで民主党を支えてきたニュー

ディール連合にベトナム，人種などの争点で亀裂

が入り，共和党のニクソンが当選した時，フィリッ

プス (KevinPhilips)はこれを新しい共和党時代

の幕開けとなる政党再編成がはじまったと見た。

確かにこの選挙は前回のニューディール再編から

36年目で，歴史的な再編制の周期にも合致してい

た。しかしその後 1976年民主党カーター政権の誕
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生や各種の選挙結果を検討し明らかになったこと

は，政党再編成の解釈をめぐる「分裂と混乱」で

あった。その中で， 1980年の大統領選挙における

レーガンの勝利は，政党再編成の潮流が進行中で

あるという認識を改めて確認することとなった。

すなわち，レーガンの圧勝，連邦上院での共和党

の多数派獲得(共和党 53議席，民主党47議席増)

が示すように， 1976年の民主党カーターの勝利は

ウォーターゲート事件を原因とする逸脱選挙にほ

かならず，政党再編は中断したのではなく，再び

進行中であると思われたのである。

しかしながら，その時の大統領レベル以下の各

種の選挙結果を検討すると，民主党がホワイトハ

ウスを除けばあらゆる部門を制覇していたことが

わかる O ニューディール以降，下院では圧倒的な

民主党優位が続いていた。これらの選挙結果のみ

で判断するならば，連邦議会選挙レベル以下にお

いては共和党の勢力はさして大きいとはいえず，

政党再編は生じていなかったといわざるをえな

し〉。

このように， 68年の大統領選挙以降，共和党優

位の第6次政党再編成が起こったのか否かについ

ては研究者の間で見解の一致を見ていない。明ら

かに 60年代以降，アメリカの政治システム内の

様々なレベルにおいて従来とは非連続な変化が起

こった。 1960年代以降のアメリカの政治状況が，

1950年代におけるそれとは大きく変化したとい

う認識は，アメリカのジャーナリスト及び研究者

の聞で共通のものとなっている。ではその変化は

どのレベルで，どのようにおこったのか?はたし

て第6次政党再編成は起こったのだろうか?

従来，再編成については，選挙分析や投票行動

の研究に加え，連邦議会の立法についても研究が

進められてきた。しかしながら，個々のアクター

の行為の分析に集中する投票行動分析と，構造指

向の視座による議会研究を相互に関連付けて分析

されたものはほとんどない。したがって，再編成

を論じようとすれば，行為体指向のアプローチと

構造指向のアプローチを一つに結び付け，相互に

分析することが必要である。



本論文では政治システムにおける入力の側一一

政治参加者の投票行動と政治意識の問題 のみ

に焦点をあて，この大きな問題に接近したいが，

それは，以下の理由による。第一に，紙幅の都合

上，この総合的アプローチの全体を検討するのが

困難でトある。第二に，アメリカにおける「政党再

編成」概念は，実際には選挙民の投票行動の研究

を指している場合が多く r再編成とはそれ自体選

挙民の行為J，つまり，選挙民が各政党間へ再配分

される過程一一現象と捉えられている。この前提

に依拠すれば，システムを形成する「入力」の変

化を根本的に考察することは上の総合的アプロー

チへの第一歩として有効であると考える。

そこでまず， 60年代以降のアメリカの政治社会

の基本的動向を振り返ってみよう。

アイゼンハウワーの時代はまさに r静かな 50

年代」であった。国外では冷戦に突入し，圏内で

はマッカーシズムが吹き荒れ，市民は固く沈黙を

守らざるを得なかった。他方で，アメリカ経済は

共和党政権の下で繁栄を謡歌したのである。

1960年代は，ケネディとニクソンの「大いなる

討論 (TheGreat Debates) Jで始まった。これ自

体は「激動の60年代」の幕開けというよりも，選

挙戦のメディアとしてのテレビの登場という意味

のほうが大きい。しかしその後， 1962年頃からの

公民権運動の活発化， 1963年のケネディ暗殺，

1964年の公民権法の成立，そして同年のいわゆる

「トンキン湾決議」へと，アメリカは激動の時代に

突入していく。以後拡大していくベトナムと人種

問題は， 1960年代における最も重要なイシューと

なった。一方で，反戦運動，大学紛争，黒人暴動

など，社会秩序を揺るがす問題が全米に普及し，

他方で，文化の側面において，ヒッピー，フラ

ワー・チルドレン，マリファナやLSDの流行，性

革命など，伝統的なアメリカ式生活様式に反発す

る対抗文化 (CounterCulture)が生成した。当然

のことながら，これに対抗して右翼の側からは反

動的な巻き返しの運動も起こったへ

しかしながら， 21世紀初めの今日，少なくとも

表面的に見る限り，それらの混乱は保守的な平常

現代アメリカの有権者像

へと回帰し，アメリカ政治は安定と均衡をとりも

どしたかのように見える。つまり，現状に抗議し，

変革と参加を求めて 60年代に噴出した様々な運

動は，今日では退潮し，街頭での人種暴動も少な

くなり，大学のキャンパスはおしなべて平静であ

る。そして， 60年代に民主党リベラル派が支配し

ていたホワイトハウスは， 80年代には共和党保守

派の手中へと移っていった(4)。

20世紀に入ってからのアメリカの政治の歴史

は，保守的な 20年代から変革の30年代へ，そし

て戦時の40年代を経て再び保守的ムードが支配

する 50年代へ，そしてそれがさらに一転して変革

の60年代へと，ほぽ10年毎に保守と変革の政治

的周期を繰り返してきた(九

そのため60年代以降の変化は，リベラルから保

守へ，という政治のワンサイクルが経過したにす

ぎないと見ることもできる。しかしながら，必然

的に保守化という概念で捉えられがちなその後の

変化は， 1992年にクリントンが当選したことだけ

からみても，必ずしもリベラルから保守へといっ

た単線的変化として理解できるものでもなかろ

う。争点、領域によっては， 60年代の変化がさらに

着実に制度化されている場合もあるからである。

イングルハート (RonaldInglehart， 1977)は，

60年代以降の経済発展，中・高等教育の普及，マ

スメディアの規模と多様性の増大などという諸力

によって，社会の下部構造に変化が起こり，これ

らのシステムレベルでの変化が個人レベルでの価

値観，信念及び行動を大きく変えた，と指摘し

た(則。彼は，脱工業化社会，つまり第3次産業就業

人口の比率が高く，教育を受ける人口の比率が高

く，情報化ならび、に都市化が進行した社会におい

て物質的に豊かな環境下に育ってきた世代が，そ

れ以前の世代とは異なる価値観(脱物質的価値観

post materialist value)をもっ， という仮説を提

示し，検証した。政治過程の底流をろくに考慮せ

ずに，センセーショナルな圏内事件のみに焦点を

合わせることによる政治的危機の説明に対して，

彼が行う一般大衆の態度と価値観の計量的分析

は，それによって初めて危機の原因となっている
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長期的な過程の理解を可能にしたという。 60年代

アメリカの社会の変化は，直接的には明白な政治

的影響を残していないように見えても，その変化

は「静かなる革命」を生じさせるほど根本的であっ

たのである。

確かに，データによれば， 60年代以降，アメリ

カの有権者の政治意識は変化した。まず，その分

野の研究において 60年代中葉から 90年代までの

変化について考える時，最初にあげられるのは，

無党派層 CIndependentvoter)の増加であろう。

選挙に関する全米世論調査データを蓄積してきた

ミシガン大学を中心とする投票行動研究者の間で

は，無党派層は 1966年の中間選挙の年から急激に

増加したというのが通説である(九さらに，図 1を

みると，この無党派層の増加は，従来大半の人が

もっといわれてきた民主党，共和党に対する有権

者の愛着意識，政党帰属意識を侵食する形で起

こっていることも推測できる。

このような変化を見て，アメリカの政党研究者

の間では，有権者は既成の二大政党を拒否してい

るのではないか，そして合衆国の政党は徐々に衰

退する長期的傾向にあるのではないかが問題にな

り，ついには政党の衰退までもが論じられるに

至ったのである(8)。

アメリカにおいて，このような民主政治におけ

る入力の側について画期的な分析を行ったのは，

前出のミシガン大学を中心とする投票行動研究者

グループ，サーベイ・リサーチ・センター (Survey

Research Center: SRC)であった。世論調査にも

とづく彼らの研究は，準拠集団としての政党に対

する「支持J，愛着感を政党帰属意識(PartyIdenti-

fication)と規定した。要するに有権者と政党との

結びつきを行動の変数としてではなく，心理的な

帰属感として捉えたのである。 SRCの業績は，そ

の後のアメリカの投票行動，選挙研究において決

定的な方向を示し，規準を与えたという意味では

この分野のパラダイム転換を促したと評価しうる

業績である。

彼らの著書 TheAmerican Voter (Cambell， 

Converse， Miller， and Stokes， 1960)においては，

政党帰属意識の強さと政治的関心のそれとはパラ

レルなものとみなされている。しかも，政党帰属

意識の大きな特徴としてその安定性が指摘され

た。また，政党帰属は家庭を媒介にして親から子

に継承されるものとされ，家庭が政治的社会化の

中核を担っていることが指摘された。そして，年

齢の上昇とともに政党帰属意識の強度が増すこと

も指摘された。

しかしながら， 60年代以降の有権者の政党帰属

意識の急激な衰退，無党派層の増加を見れば，政

出典:田中愛治「無党派層の増加と政党編成 1960年代中頃以降の政党帰属意識の変動一一」

久保文明，草野厚，大沢秀介編『現代アメリカ政治の変容~ (勤草書房， 1999年)149頁

図l 政党帰属意識の変動:1952-94 
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党帰属意識の仮説が現代の有権者をどこまで捉え

ることができているのか疑問をもたざるを得な

い。その意味で，現代アメリカにおける有権者の

政治意識の変容を読み解くためには，ここでもう

一度ミシガン・モデルを振り返り，その諸仮説と

現実とのずれを整理する必要があろう。

以下，第1章においてはまず，ミシガン・モデ

ルが確立した社会的，思想的背景とモデルの諸仮

説を紹介する。第2章においては，その後ミシガ

ン・モデルに対して提示されたいくつかの批判を

もとに方法論上の限界を示す。その際，合理性，

無党派層の問題の二つを中心的に取り上げる。

第 1章政党帰属意識

第 l節背景

一一アメリカにおける行動科学の隆盛一一

本節では，おもにミシガン・モデ、ルが定式化さ

れた頃のアメリカ政治学の潮流と，下地としての

アメリカの政治風土について言及する。

1948年から 4年あるいは 2年の間隔でなされ

た選挙に関する世論調査に基づく SRCの研究

は I行動科学革命」の頂点、の位置を占めていると

いっても過言ではない。戦後アメリカを中心にし

て発展した現代の政治学は，しばしば行動論的政

治学あるいは政治行動論と呼ばれる。このいわゆ

る行動科学「革命」は，イデオロギー論争がナショ

ナル・コンセンサスのために抑制されていた冷戦

期に起こった。他方では，高性能コンビューター

が発達し，数量的データの大量処理の可能性を聞

いていた。このような状況を前にして，政治学は

規範的な問題よりも，実証的な理論データに基づ

く基礎研究をより「価値自由」な分析方法によっ

て行う道をえらんだ。ここに大量の資金を投入し，

一定の手続きに従い得られたデータを高速コン

ビューターによって分析する科学が一つの大きな

研究事業として確立したのである(的。

20世紀の政治学の一つの出発点は制度論，機構

論的議論に代えて集団や政党の活動に焦点を合わ

せることにあったが，そこには古典的民主政治論

現代アメリカの有権者像

が前提とするような市民像に対する深い疑念が

あったといわれる。それは「合理性」によって特

徴付けられる市民像であり，そこでは彼らによる

「合意による政治」があたかも自然に可能であるか

のように考えられていた。しかし，やがてこの絵

に描いたような市民像は深く疑問視され始めた。

G ・ウォーラスの『政治におげる人間性~ (1905) 

は，人聞を古来の市民像とは異なり，本能によっ

て拘束されるものとみなし，彼らが「操作による

政治」に陥ってしまう可能性を指摘する。そして

それを回避するために，教育によって自己意識の

世界を相対化する必要性を説いたのである。

その後，彼の議論は弟子である W・リップマン

によって定式化されるわけだが，彼はどちらかと

いうとエリートと大衆の二元論に傾斜した。そこ

には紛れもなく大衆の政治参加に対する否定的ス

タンスがみられるが，この構想は民主政治を直接

的に否定するものではない。民主政治は知性と情

報の組織化によって辛うじて維持されうるものと

なるのである(10)。

ウォーラスやリップマンの議論は投票行動や意

識調査の分析に基づいた議論ではなかったが，そ

の後，彼らが提示した領域は大量のデータの数量

的分析をもとにした議論によってとってかわられ

た。この領域は「科学的」分析の政治学における

最も重要な根拠となったのである(I~
京極純一は，古来の市民像，伝統的な政治学の

モデルを「了解モデル」と呼び，これに対して行

動論的政治学モデルを「ブラックボックス・モデ

ル」と呼んでいる(12)。それは，具体的には「シス

テム」の形をとる。システムは一般に何らかの「ま

とまり」を指示する概念で，政治システムとは，

政治の営まれる仕組みが一個のまとまりをなして

いることを意味する。さらに，このシステム内部

はブラックボックスとみなされ，その内部のメカ

ニズムやプロセスは直接には考察の対象とはなら

ない。それはブラックボックスのまま，すなわち

完全には解明されないまま理論の外に置かれるこ

とになる。

システム理論で問題の対象となるのは，システ
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ムに外部から投入される入力と，システムから産

出される出力と，さらには出力がシステムの環境

を媒介として入力に及ぼす影響である。政治シス

テムにおける入力としては，通例支持と要求が取

り上げられ，出力としては政策が取り上げられる。

こうした形で政治を捉えるのは，入力と出力との

関係を重視することによって測定可能な指標だけ

を扱い，様々な関係を量的に表現できるからであ

る。このようなシステム論を最初に政治学に導入

したのはD・イーストン (DavidEaston)である

が，彼による政治とは「社会に対する諸価値の権

威的配分」のシステムに他ならない。

しかしながら，アメリカ政治学における行動科

学の重視とアメリカの政治風土との聞には明らか

な関連が見られる。すなわち，アメリカ政治学に

おいて行動科学が圧倒的な優位に立つことができ

たのは，アメリカの政治風土がそもそも深刻なイ

デオロギ一的な対立を知らず，価値の相克に悩む

ことも少なかったからである O 自由主義に対立す

る貴族主義や君主主義はもともと存在しなかった

し，社会主義や共産主義も一個の有力かつ持続的

な政治勢力をなすまでには至らなかった。そもそ

も封建制の伝統を欠くという特異性をもったアメ

リカが，社会主義の伝統を欠くという特異性をも

つに至ったのは，偶然の事ではない。ここでは自

由主義は一種の普遍性を持っており，保守派から

革新派に至るすべての政治的党派が同ーの自由主

義イデオロギーの枠内にあると考えられるのであ

る(13)。こうした風土においては，政治はきわめて

プラグマティックに営まれることになる。イデオ

ロギー的一体性のもとで営まれる政治は，イデオ

ロギーそれ自体が争われる可能性を持つ政治とは

異なるであろう。原則をめぐる対立を相互の譲歩

によって解決することが妥協であるとすれば，ア

メリカの政治に見られるのは妥協ではなくむしろ

商業上の売買に似た取引だとされる。要するに，

アメリカの政治は，同質的なイデオロギーの枠内

で物質的利害の対立を調整するだけで足りたので

あり，したがって多くの場合，技術的に処理され

うるものであった。行動科学がアメリカにおいて
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政治学の主流をなすに至ったのも，こうした風土

の所産であることは明らかである(1九

もっとも， 60年代に入ってから，行動科学の問

題点、に対してアメリカ政治学の内部にも自己批判

が生じている。アレントは人間の条件』の中で，

大衆社会における画一化こそ，行動科学が成立す

る前提条件であったことを指摘し，また統計学的

な画一性こそ行動科学の抱く政治的価値であるこ

とを強調している。この価値に内包されているの

は，人聞を条件反射的動物の水準にまで号|き下げ

ることであるという (15)。

イーストンは， 1969年に行ったアメリカ政治学

会の会長演説で I行動科学は経験的保守主義のイ

デオロギーを隠している」としながら I価値の研

究とその構成的展開は，政治研究から消し去るこ

とのできない部分である」ことを強調した。すな

わち，行動論的政治学者は，経験的である必要，

つまりすべての論述を観察によって，しかも大抵

は量化によって基礎付ける必要を強調するあま

り，ささいな問題に関心を集中しすぎたと指摘し

たのである。たとえば，行動論者は上院の構造と

か上院議員の法的義務を述べることではなしむ

しろ上院議員の行動を記述，説明すること，また，

上院が制度としてどのように機能するか 例え

ば，上院が租税法案を可決し，公民権法案を否決

したのはなぜか を説明するために，そのエネ

ルギーの大半を使っている O したがって，本当に

重要な諸問題(戦争の問題など)にはほとんど関

心が払われないのに，より容易に研究される諸問

題(投票行動など)は分析されすぎているという

のである(16)。

しかしながら，現実にはなお政治学はますます

行動論の方向へ傾斜しつつある。なぜなら，現代

の社会には行動科学の有効性を支持する条件，つ

まり「統計学的な画一性」があり，その条件は，

ますます顕著になっている O いいかえれば，現代

政治における平等化の進行こそ，行動科学の有効

性を支えている条件なのである。したがって，平

等化が現代社会の基本的な傾向として存在する限

り，行動論的政治学は十分な存在理由をもっとい



わなければならない。

第2節社会学モデルから政党帰属モデルへ

きて，行動科学をめぐるこのような文脈におい

て，大量のデータを扱う分析として最初に注目さ

れたのが，社会学的アプローチと呼ばれる立場で

あった。すなわち，人々の投票行動を宗教宗派，

居住地域，職業といった社会的指標と結びつける

事によって説明しようとする試みである。

社会学モデルによる最初の投票行動研究は，

1940年にオハイオ州エリー郡で実施されたエ

リー調査である。そしてこれが政治学に応用され

た最初の行動科学の研究であった。この調査にお

いて，科学的世論調査方法，つまり無作為抽出法

(random sampling)とパネル調査法(同ーの回答

者に繰り返し調査を実施すること)が考案され，

実施された。さらに投票行動の理論的説明として

「社会学モデル」を確立した。社会学モデルとは，

有権者の社会的属性が有権者の投票行動を説明す

る際に有力な手がかりとなるという理論である。

本節では，この社会学モデルから政党帰属モデ

ルが確立するまでの流れ，さらに政党帰属モデル

の諸仮説を提示する。

エリー調査では I政治的先有傾向の指標(IPP:

lndex of Political Predisposition) J という名称

で社会経済的地位，宗教，居住地域の 3つの社会

学的な要因が有権者の投票を最も良く説明してい

るとした。(すなわち，社会経済的地位が高く，プ

ロテスタント系で，農村や郊外の住宅街の居住者

ほど共和党に投票し，逆に社会経済的地位が低く，

カソリック系で，都市中心部の居住者ほど民主党

支持の傾向がある)(1九

このエリー調査が示した有権者の社会的属性に

よってその投票行動の説明ができるという理論

は，ヨーロッパの政治社会学の伝統における政治

行動に関する理論と整合的であった。というより，

エリー調査を考案した社会学者ラザーズブエルド

(Lazarsfeld)がナチの迫害をのがれてウィーンか

ら亡命したという背景を考えると，彼がそのヨー

ロッパの選挙をもっと良く説明するとみた社会的

現代アメリカの有権者像

要因を，アメリカに適用したと見て良いだろ

為 (18)
ノ 0

このようなモデルとして最も広く知られている

のがりプセットとロッカン (SeymourM. Lipset 

and Stein Rokkan)のモデルである。彼等は，国

民革命により形成された 2つのクリーヴイツジ，

すなわち「中心一一周辺クリーヴィッジJ (支配文

化対従属文化)と「宗教クリーヴイツジJ (政府対

教会)，及び産業革命の結果生じた 2つのクリー

ヴイツジ(社会亀裂c1eavage)，すなわち「都市

一一農村クリーヴィッジJ(第1次産業対第2次産

業)と「階層的クリーヴィッジJ (使用者対労働者)

の合計4つのクリーヴィッジを固定し，これらの

クリーヴイツジに従って政党システムおよび政党

支持者関係が固定化されるとする「凍結」モデ

ルを提出した(J九

つまりヨーロツパ社会では I国民革命J，I産業

革命」という社会変革の波が現在のクリーヴイツ

ジ構造を作ったのであり，これら 2つの革命に

よって形成された社会亀裂構造は，普通選挙制の

成立期の政党システムに反映された。いいかえれ

ば，ヨーロツパ社会に根付く伝統的な社会対立軸

が有権者の投票行動に影響を与え，さらに政党編

成を規定するという理論である。三宅(1989) に

よる社会学的モデルの諸仮説(20)によれば，まず，

社会は一つないしそれ以上の亀裂によって，多か

れ少なかれ排他的な社会集団へと分割される。第

二に，社会集団への強い帰属感は，おもに，歴史

的に先鋭な社会的対立によって生み出され，そし

てその後，対立の原因となった争点の重要性が失

われた後でさえも，次の世代に文化的に伝達され，

支持される。第三に，同一の社会集団のメンバー

は，共通の政治的利害を共有する。これに対し，

異なった集団のメンバーは，少なくとも認知レベ

ルでそれぞれが相対立すると認識している。第四

に，社会集団のメンパーは，その集団及び集団利

害と最も密接に結びつく政党が存在すると考える

傾向があるo第五に，社会集団はその利害を代表

する組織を持つことが多い。その組織(とりわけ

教会とか労働組合)は，直接的に集団の党派的規
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範をメンバーに伝達し，選挙の際，規範への同調

を促進するよう努力する。第六に，集団の党派的

規範は両親により子供に伝えられる。そして集団

規範は同一集団メンバーとの相互接触によって補

強される。(あるいは逆に，類似性の少ない集団の

人々との相互作用によって弱められる。)

このアプローチにおいては，ある社会の過去の

ある時期において政治的社会的な分裂があったこ

とを前提として，それが社会の諸集団の政治行動

にぬぐいさることのできない特定の傾向を与える

という理論的立場をとる。社会の諸集団はそれぞ

れの利益を代表する政党と緊密に結びついてお

り，したがって，個人の集団への加入状況から，

その人の投票行動がほぼ予測できるというわけで

ある(21)。

しかし，エリー調査に基づく社会学モデルに対

してはいくつかの批判が提出された。第ーに，有

権者の社会学的要因(宗教，職業，人種，教育程

度)の分布は 4年間ではそれほど変化はないにも

かかわらず，アメリカ大統領選挙における民主党

と共和党の得票率の変動は 4年毎にかなり大きい

幅を示しており，社会学的要因ではそれが説明で

きないという批判であった(2九第二の批判は，社

会学的な要因による説明は，確かにどのようなタ

イプの人々がどの政党に投票する傾向が高いかを

示すが，なぜそのような行動をとるのかという理

由までは示さないので，心理学的要因を導入して

説明すべきだという主張であった(問。

さらに，同質社会と呼ぶには程遠いアメリカ杜

会においては，社会集団と政党との関係は複雑す

ぎて，全国同ーの指標で操作的に構成することは

難しい。階級，種族，宗教，地域などの聞に激し

い差があり，政治的に組織された社会集団によっ

て分割されない社会である。歴史的にも，何度か

特定の宗教，階級，種族，地域の利益を代表する

政党が出現したものの，既成の二大政党の壁を越

えることはできなかった(判。

このように特殊アメリカ的な環境の中で r投票

行動の決定要因 (determinantsof vote) J と「有

権者の特性 (natureof the American elector-
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ate) J というこつのテーマを中心に分析したのが

ミシガン大学SRCであったのである。彼らがと

るアプローチの社会学的アプローチに対する利点

は，その説能力にある。前出した投票行動に対す

る社会学的アプローチにおいては，例えば r未熟

練労働者のX%は民主党に投票する」という形の

説明がなされる。これは，人の社会的属性がその

人の政治的態度及び投票行動を決定してしまうと

いう「社会的決定論 (socialdetermination) Jで

あり，しかもその説明率は高くない。なぜなら，

第一に，全人口における社会的属性の分布はある

一定の期聞にゆっくり変化するのに対し，全国の

投票における重大な変動は選挙のたびごとに起こ

る。このような変動は，短期間では変化しない独

立変数によって説明することはできない。第二に，

投票行動と社会学的な変数との因果関係を時系列

において考える場合，両者の時間的距離はかなり

離れている。個人の社会学的属性は説明されるべ

き投票行動よりはるか以前に決定されている。ま

た，社会学的属性はそれと政治行動との関係が発

見されて「政治化」する場合を除けば，政治的意

味をもたない。したがって，社会学的変数の投票

行動に対する説明率は低く，重要性も低い。これ

に対して， SRCがとる心理的アプローチにおいて

は，たとえば「ある人は共和党(民主党)やアイ

ゼンハウワー(スティープンソン)に対して好意

的(非好意的)な態度をもっているがゆえに，共

和党に投票する」という形で説明がなされる。そ

して，これは説明率という点でははるかに高いの

である問。つまり，投票行動は，個人の心理的諸

力によって引き起こされる，というのである。

SRCの研究者によれば，政党及び候補者に対す

る態度は選挙ごとの政治状況によって変わるもの

であり，投票行動に対しては短期的影響力(short-

term forces)をもつものである。これに対して，

政党帰属はより基底的なレベルで投票行動に影響

を与え，個々人の態度形成に一定のバイアスを与

える長期的影響力 Oong-termforces)をもつもの

である。

また，政党帰属と個人の投票選択とは高い相関



がある。 SRCの研究者たちは，政党帰属→党派的

態度→投票選択というモデルでこの関係を捉えて

いる。政党帰属の「強さ」と政治的関心の高さと

の聞には正の相闘がある。強い政党帰属を持つ人

ほど政治的関心は高い。逆に，実際インディペン

デントは党派的偏見に惑わされず，政治に高い関

心を持ち，政府活動をよく知仏政策イッシュー

に基づいて投票選択を行う理想的市民像とは異

なっている。つまりインディベンデントは，政治

的関心が低く，イッシューについてもよく知らず，

諸政策の評価を行った上で投票選択を行っていな

いことが明らかにされている(26)。

政党帰属は，家庭における政治的社会化を通じ

て両親から子供へと受け継がれるものである。両

親が同一政党に帰属しているとき，子の 74.2%は

両親と同じ政党に属している。政党帰属は，結婚，

新しい仕事，転居といった個人的な原因と，社会

的原因によって変化する。後者の例として， 1930 

年代の恐慌によって有権者の政党帰属は民主党の

方向に大きく傾いた。このような国家的危機によ

る急激な政党帰属の変化とは別に，個人が年をと

ることによって生じる緩やかな変化も見られる。

政党帰属の「強さ」は，一般に年をとるにつれて

強くなる。また，政党帰属の「方向」においても，

年をとるにつれて民主党から共和党に徐々に変化

する傾向がある。政党帰属は個人の加齢現象(Iife

cycle)によって徐々に変化する(27)。このモデルの

諸仮説(28)によると，①有権者のほとんどが政党に

対する帰属意識をもっ(遍在性)②この帰属意識

は，家庭内の社会化によって形成される。(安定性)

③有権者のほとんどは，帰属政党のリーダーが変

わっても，綱領に変更があっても，ほぽ一生を通

じて帰属意識をもちつづける。(安定性)④ごく少

数の人が帰属意識を変えるにすぎないが，それは

次の状況あるいは状況の組み合わせが原因である

(安定性)0 a 両親の政党帰属意識の欠如もしく

はその弱さ。b:家庭もしくは自分の帰属政党が，

成人後の新準拠集団(階級など)のそれと異なる

場合。 c 大規模な政治，経済，社会的変動。⑤

政党帰属意識は，政党への心理的近さの自己認識

現代アメリカの有権者像

と，それについての感情の強さに関する質問に対

する回答に，正しく反映される。 a アメリカの

ような二大政党制の場合，空間的表現を取ると，

政党帰属意識は共和党と民主党をそれぞれ両端と

し，真中を支持なしとする 1本の線によって表現

される。(一次元性)b :帰属意識の強度も，同じ

線上で表現される。すなわち，真中より両端に行

くに従い強度が増す。⑥有権者がある政党に強い

帰属感を持てば持つほど，その政党(その政党の

候補者)に投票する可能性は高くなる。⑦帰属の

程度が強ければ強いほど，その人の政治的事象に

対する評価と認知の方向は帰属政党と一致するよ

うになる。⑧投票選択と政党帰属意識の聞の不一

致が起こるとすれば，それは当該選挙における特

定の政策争点と候補者のアピールによって生じる

ものであって，それは一時的であることが多く，

やがて有権者は再び自分の政党帰属意識通りの投

票に戻る(投票の帰属意識からの独立性)と，一

般に規定されているのである。

第 2章 ミシガン・モデルにおける方法論上の隈

界

第 l節 Rationality (合理性)の問題

ミシガン大学の投票行動研究者グループの貢献

としては，政党帰属モデル(ミシガン・モデル)

を構築したこと以外に，世論調査データを蓄積し

て他の研究者に公開した点も挙げられる。ミシガ

ン・グループは， 1948年以降はすべての大統領選

挙に関して，また 54年以降はすべての中間選挙に

おいても，全米世論調査を今日まで継続して実施

してきており，ミシガン・データと呼ばれる投票

行動研究の膨大なデータを蓄積してきた。さらに，

彼らはそのデータをすべて他の研究者に公開して

きたので，アメリカでは同じ世論調査データを用

いて異なる理論や仮説の検証が可能になり，新た

な方法論の開発も可能になった。そして，その結

果新たな視点からさまざまな研究が提示される

と，それぞれの研究の妥当性を同じデータで検証

して競い合うという状況が生まれ，学術的な論争
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が活発に展開されるようになったのである(29)。

そこで本節では，活発な論争がなされたミシガ

ン・モデルにおける「有権者の合理J生」に焦点を

あてることにする。

ミシガン・モデルは，有権者の投票行動は長期

的に安定した政党帰属と，短期的に形成される政

党および候補者に対する党派的態度によって決定

されるという仮説のほかに，大衆が，政党聞の政

策的相違を区別できず，信条体系と呼べるものを

もっていないことをも明らかにしたが，これは重

要な論争を呼びおこした。有権者が公共政策の

イッシューについてもつ意見はきわめて重要であ

る。政党帰属が長期間安定的なものである以上，

イッシューは政治の潮流を変化させる主要な源泉

の一つである。 SRCの研究者たちは，有権者が

イッシューについてもつ意見を「イデオロギー」

あるいは信条体系 (beliefsystem)の問題として

捉えた。彼らによればこの信条体系における最も

抽象的な次元は，リベラル 保守の次元であ

る(30)。

つまり，人々が公共政策の諸イッシューに対し

てもつ体系的イメージを彼らは信条体系と命名

し，人々がどの程度こうした体系的イメージを身

につけているのかを実態に即して分析した。第一

に，-概念形成のレベルJOevels of conceptualiza-

tion)があげられる。これは回答者が政党及び候補

者を評価する際，どの程度抽象的な概念や尺度を

用いているかを見て 5段階に分類したもの(図

2 )である。

これを見ると，-イデオローグ」と呼べるような

人々は大衆の中ではごくわずかしかおらず，ほと

んどの大衆は抽象的な政治用語には慣れ親しんで

はいない。この調査の結果によると，リベラル，

保守といった抽象的概念を用いて政党や候補者を

評価したのは 1とIIのカテゴリーに含まれる

人々だけであり，合わせて全サンプルの 11.5%に

すぎない。そして，リベラル 保守といった抽

象的概念の使用は，教育水準と政治への関心の高

い人に限られている(大衆の認識能力の限界

cognitive limitation)。
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カテゴリー 全サンプル 投票した人だけ

I イデオローグ 2.5 % 3.5 % 

II 準イデオローグ 9 12 
III 集団利益型 42 45 
W 時 勢 型 24 22 
V 無内容型 22.5 17.5 

計 100 % 100 % 

出典 :}I[人貞史「アメリカ政治の変容と政治学(1)J

(北大法学論集第31巻第l号， 1980年)364頁

図2 '概念形成のレベル」

第二に，態度及び観念の諸要素がある種の規則

(constraint)によって一つに結び付けられた信条

体系は，大衆には存在しない。これに対して，エ

リートによる信条体系は存在し，それはリベラル

一一保守によって表すことができる。第三に，大衆

がもっ観念及び態度は時間的に極めて不安定であ

り，真の態度を持っているとはいいがたい(3九し

かしながら，このような見方は，アメリカの選挙

研究における「イデオロギー」の捉え方と密接な

関係がある。すなわち，リベラルー一保守の「イ

デオロギー」が特定の公共政策に対する態度を一

義的に導いていること，及び個々の政策イツ

シューは常にリベラルな立場と保守的な立場とが

明確に存在すること，この二つが「イデオロギー」

の前提となっている。したがって，ある人がイツ

シューについて 3回のパネルで賛成一一反対

賛成と回答すれば，これは「イデオロギー」から

見て明らかにおかしいわけである。コンパース

(Converse， 1964)は，このような回答を「実質的

態度なし (non-attitude)Jのケースとして分類し，

Achen (1975)， Heise (1969)らはこのような回答は

設問の暖昧さその他による測定誤差が生じたケー

スとみなす(32)。

しかし，特定の個別政策にかかわるイシューに

対する回答は，-実質的態度なし」にも測定誤差に

もよらずに変化しうる。第一に，特定の社会的環

境にいる人にとって，イッシューの意味がしばし

ば変わる場合がありうる。第二に，イッシューの

意味が変わらなくとも，個人の社会的環境が変わ

る場合がありうる。以上のような場合には，回答



は「イデオロギー」ではなく，回答者の身近な利

益によって導かれているかもしれない。しかし，

これを「真の変イ七」ではないということはできな

。
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さらに，コンヴアースが大衆に信条体系を見出

せなかった理由は，彼がエリート・レベルにおい

ては存在するリベラルー一保守の次元で規定され

た信条体系を大衆の分析に投影しようとしたから

ではないかとも考えられる。つまり，-イデオロ

ギ、ー」的原理は個々人によって異なり，それぞれ

が等しく重要である。例えばある人は，教育は地

方の管轄であるという理由から教育に対する連邦

政府の援助に反対し，同時に道路建設においては

中央一一地方の権限の衝突もなく，また，経済発

展のために好ましいという理由から，道路建設に

対する連邦政府の援助には賛成するだろう。他方，

別の人は，両方のイッシューはともに市民の社会

福祉に対する連邦政府の関心増大であるという理

由から，両方に賛成するであろう O この例は，個

人が意見を形成する時に用いる一般的な原理を知

らずに，回答者を「イデオロギー」のレベルで分

類する事はできない事を示している。さらに，ア

メリカの政治エリートが彼らの信念及び行動を整

除するためにリベラル一一保守の次元を共有して

いるという証拠はあるが，一般大衆にもそれが妥

当するという証拠はない。従って，大衆の「イデ

オロギー」を測定するには研究者が立てた基準に

よって判断するのではなく，個々人が意見をどの

ように構造化しているかを分析しなければならな

。
)
 
4
 
3
 
(
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以上のことから，一般大衆の信条体系には，リ

ベラル一一保守の次元とは異なる次元が存在する

ことが示唆されるのである。さらにこれは，個人

の信条体系の多次元性への研究へと導かれ，ジャ

クソンらによって，政治的情報量の多い人ほど多

次元的で包括的な信条の体系を持っていることが

示された。彼らは，-異議申立て」対「社会秩序j，

「少数者の権利」対「多数者原理j，，-暴力」対「愛

国主義」など7つの次元を発見している(問。

これらの批判は， もし有権者が政策争点や自身

現代アメリカの有権者像

の信条，つまり「真の態度」によって投票する候

補者や政党を決めるのではなく，従来から抱いて

いた愛着や候補者イメージにより候補者を決めて

いるのであれば，アメリカデモクラシーは衆愚政

治に近いものと判定されてしまうのではないか，

という研究者たちの危倶から発せられたのであっ

7ごo

ミシガン学派の初期の研究が行なわれた 1950

年代のアメリカは，平穏で国論を二分するような

大きな争点がなかった時代だったから，争点投票

を測定できなかった。しかし， 1960年代後半から

70年代半ばまでのベトナム戦争と公民権運動の

二大争点をめぐって国論が二分された時代には，

争点投票は起きていると言う実証研究も多く提出

された。その意味ではミシガン・モデルは修正を

迫られたのである (36)。

フィオリーナは，有権者が個々の政策争点上の

立場に関する政党間(候補者間)の細かい差異は

知らなくとも，政権担当者の過去の業績のよしあ

しを判断して，それを基準に投票すれば，有権者

の合理性は確認できると主張した。具体的には，

アメリカで大統領が過去数年間においてよい業績

を示してきたと多くの有権者が判断した場合に

は，その大統領は再選され，上院や下院の議員選

挙では大統領の政党の候補者に投票する傾向が強

い。逆に悪い業績だ、ったと評価されれば，その大

統領の政党は選挙で苦戦を強いられるという考え

方である。この理論は「業績投票 (retrospective

voting) j理論と呼ばれ，有権者の合理性を確認す

るためには，争点投票が行なわれているか否かは

必要ではなく，有権者が政権担当政党の過去の業

績に対する判断に基づいて投票しているかどうか

が，重要であるというものである(3九この業績投

票の理論の出現とそれを裏付けるデータ分析に

よって，-有権者の合理性」をめぐる争点投票論争

に終止符がうたれ，-有権者の合理性」が広くアメ

リカ政治学において確認されるようになっ

た(3九また，ミシガン・モデルによれば，候補者

に対して有権者が持つイメージや評価(背が高い

とか，誠実そうな人柄)が短期的要因として投票
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行動に影響を与えると考えられていたが， 1980年

代に現れた研究では，候補者が過去にその地元に

どれだけ貢献してきたかという要因も有権者の投

票行動に影響を与えるとされ，これを個人投票

(personal vote)とよび， ミシガン・モデルにおけ

る候補者イメージとは区別されるようになった。

これもまた，基準は各候補者の業績評価であるか

ら，やはり有権者は合理的な判断をしていると想

定される(問。

しかし，業績投票理論の登場によって I有権者

の合理性」が確認されたものの，政党帰属意識が

全くイラショナノレなものだと言うことが確認され

たわけではなかった。ゴールドパーグは，個人の

政党帰属の中にラショナルな要素があることを指

摘している。政党帰属は，少年期における政治的

社会化の過程を通じて，主として両親から子へと

受け継がれるものであった。この政党帰属が投票

の主要な決定困となることとラショナル・ヴォー

ティングとはどのような関係にあるのか，という

のが彼の解決しようとした問題である。彼はまず，

ラショナリティを期待値が最大になるような選択

肢を選ぶ、行動をとること，と定義し，すべての人

はラショナノレな行動をとると前提する。この定義

はトートロジカルなものである。しかし，彼は次

に，個々人が期待値を計算する場合の正確性を「効

率的ラショナリティ (effectiverationality) Jと定

義する。これは，個人の教育水準が高いほど高く

なる。そこで彼は，父の政党帰属と食い違う政党

帰属を持つ集団に着目し，父と子の政党帰属の希

離は主として父が自分の社会的地位から予想、され

る政党帰属とは異なる政党帰属をもっていること

から生じていることを明らかにしている(40)。

例えば，父がカソリック，南部出身，労働階級

であるにもかかわらず，共和党に帰属していると

いう場合である。この父の政党帰属のずれと，父

と子の政党帰属の希離との関係は，教育水準が高

いほど，強い関連'性を持っている。逆に，父の政

党帰属が社会的地位から見て正常である場合，教

育水準が高いほど父と子の政党帰属の訴離は小さ

い。そこでゴールドパーグは，政党帰属の形成に
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関する「ラショナリティ・モデル」を提示する。

第一に，個人が属する社会集団には特定の政党

帰属を形成するような効率的ラショナリティが存

在する。第二に，社会集団に属する個人は，その

集団が追及する目標を共有する。第三に，教育は，

個人の情報コストを下げ，知的能力を高める。し

たがって，個人は自分の属する社会集団の目標に

照らして父の政党帰属が効率的であるかを検討

し，効率的でない場合には，父と異なる政党帰属

を形成する。こうして，政党帰属に基づく投票は，

合理的な投票である場合があることが示されたの

である(41)。

その他の研究によっても，ラショナル・モデル

の作成が目指され，それをデータによって検証す

ることによって，有権者の投票行動や態度形成に

合理性が見出された。このことは二つの意味を

もっている。一つは，いかなる投票行動も合理的

であり，客観的な意味では政党帰属も，政党及び

候補者に対する態度も，合理的な形で形成されて

いる。二つ日に，ラショナリティは政党帰属にも

候補者の個人的魅力による投票にも見出しうるの

である。

第2節 Independent (無党派層)の問題

アメリカにおける有権者の投票行動ならびに政

治意識の研究において， 1960年代中頃以降の変化

について考える時，最も顕著な変化は無党派層

Ondependent voters)の増加であることは，前述

したとおりである(42)。このインディペンデントの

増加に対しても，政党帰属意識の概念に忠実な理

論モデルの適用に対して，根本的に異なる見方を

提示するものが出てきた。

本節では，このインディペンデントの問題につ

いて，ミシガン・モデルの諸仮説と現実とのずれ

を論証する。

政党帰属意識モデルに従えば，インディペンデ

ントは政治的関心が低く，イシューについても良

く知らず¥諸政策の評価を行った上で投票選択を

行っていないことが明らかにされている。このイ

ンディペンデントが増加し始めたのは， 1964年か



ら66年にかけてであり，それは民主党と共和党へ

の帰属意識の双方を侵食する形で起こっている。

80年代に入るとその増加は収まったかに見えた

が，現実にはそれは 88年に入って初めて民主党帰

属者層を数の上で超えたのであり，その後92年と

94年に再び無党派層が民主党帰属層を抜いて第

一党の地位を得ている。理想的な市民像に反する

とされたインディベンデントの増加は，民主主義

の危機といえるのではないか。

さらに，アメリカのような二党制の閏では，政

党帰属の指標は「強い民主党」から「支持なし」

を経て「強い共和党」に至る一次元的連続体とみ

なされる。これを真中から 2つにたたむと「強い」

「弱いJ ，-やや近しり Oeaning)，-支持なし」という

帰属の強さを代表する尺度になる。この尺度はき

わめて使いやすく，政党帰属をめぐる政治意識の

分析の発展に貢献した。しかし，この測度には少

なくとも 2つの問題がある。一つは，-支持なし」

が政治的関心も最低のグループとされる点であ

る。この測度では，関心の低い「支持なし」と関

心の高い「支持なし」を分類できないのではない

か。第二は，政党帰属の変動はこの測度上に沿っ

て行なわれると仮定される点である。「強い民主

党」はまず「弱い民主党」に移り，さらにはいっ

たん「支持なし」を経験してから共和党の位置に

移るというわけである。「強い民主党」は一足飛び

に「強い共和党」に移動する事はないのか(叫。

この問題は，政党帰属意識の多次元性(multidi-

mensionality)の検討へ導く。アメリカでは，無党

派(Independent)意識が政党帰属とは別の独立し

た次元を構成しているという仮説が， 1970年代か

ら80年代にかけて相次いでト提出された。その中で

も特に， H・ワイスパーグは，民主党への帰属意

識，共和党への帰属意識と無党派意識が，互いに

別の次元を構成しているという仮説を提示した。

(図3参照)

政党帰属意識は他の政党への拒否の態度が規定

している部分があるとする議論は妥当性を持つ

が，これをもとに彼は，民主党への感情温度尺度

(feeling thermometer)と共和党への感情温度尺

民主党帰属意識

(民主党志向)

無党派志向

， ， 
， ， ， 

出典:田中，前掲資料， 168頁

現代アメリカの有権者像

共和党帰属意識

(共和党志向)

図3 政党帰属意識の 3次元モデル

度の相関が強いマイナスになっていないことか

ら民主党帰属意識の正反対に共和党帰属意識が

佐置しているわけではないと推測し，民主，共和

両党が一次元の直線の反対側ではなく，異なる次

元の上に位置していると考えた。つまり，民主党，

共和党への帰属意識，その無党派への志向もそれ

ぞれ独立した次元を構成する，というユニークな

ものである。このモデルの中で有権者の政治的関

心度について考察すると 3つの軸の交差する原

点の周辺の領域には，どの政党にも帰属意識がな

く，無党派への志向もないので，全くの無色透明

な政治的態度を持つ有権者が位置すると考えられ

る。彼等は完全に政治的には中立で，同時に政治

的関心もない有権者群であると言える。それに対

し，無党派の志向が強い有権者は，積極的無党派

であることを好んでいる有権者であり，その意味

で民主党なり，共和党なりを積極的に支持してい

る有権者と同程度の政治的関心を示していて不思

議はない。すなわち，民主党，共和党，無党派へ

の3つの志向がそれぞれ独立した次元を構成して

いるということは 1つの軸で高い位置にいると

いうこともありうるので，二大政党への志向が弱

いことが政治的無関心を意味しないことになる。

したがって，ワイスパーグの政党帰属意識の3次

元モデルでは，無党派を積極的に志向している有

権者が想定されており，その有権者群の政治的関

心が高いことがありうる。このように，このモデ

ルでは無党派層の中でも政治的関心の高いものと
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低いものを，無党派の軸上の高低で峻別できるの

である。(44)

田中は，このワイスパーグの 3次元モデルにコ

ンヴアース (PhillipE ・Converse)の政党帰属意

識の強化モデル(45)を適用して，無党派志向をもっ

有権者が年齢を重ね，政治生活の経験を積めば積

むほど無党派志向を強める(Intensification of 

independent orientation) というモデルを提示し

た。つまり，二大政党への帰属意識がライフサイ

クルの中で徐々に強化されていくのと同様に，無

党派への帰属意識も強化されていく，ということ

になる。彼はこのモデルをさらに発展させ I新」

無党派，つまり，政治的関心の高い無党派層は，

「積極的に無党派であろうという」強い無党派志向

を持つ有権者層であるというモデルを示した。彼

が提示した積極的無党派層 (positive Indepen-

dent)のモデルを，ミシガン・データのコーホー

ト分析に適用して考えると，政治的関心が高い無

党派層は，政治的関心を積めば積むほど積極的に

無党派を志向する(無党派への帰属を強化する)

ことになるから，政党帰属意識をもっ者は増えず

に，逆に無党派層が増えるはずである。だが，政

治的に無関心な無党派層は，政治的経験を積めば

積むほど既成の政党にひきつけられて，政党帰属

を獲得するようになると予測できる(46)。

図4を見ると， 1990年代の無党派層の増加は，

純粋な無党派層はほとんど増加しておらず，か

えって減っているように見えるのに，無党派全体

では増加している。つまり，共和党よりの無党派，

民主党よりの無党派， という政党色を持つ無党派

が増加しているのである。 70年代にJ・ぺトロシ

クが行った研究によって，政党色をもっ無党派層

の方が，弱い政党帰属意識をもっ層よりも政治的

関心が高く，投票に行く傾向も高く，教育程度も

高い傾向にあることが実証的に示された(47)0 80年

代終わりまでを分析したキースらの研究によって

も，やはり政党色をもっ無党派層の方が，弱い政

党帰属意識をもっ層よりも政治的関心が高い事が

示されている。

図5でも，強い民主党帰属層と民主党色をもっ

無党派層がほぼ同じ高いレベルの政治的関心を示

すのに対し，弱い民主党帰属層と純粋な無党派層

がほぼ低いレベルの政治的関心を示してい

る(48)。従来の (SRCの) I政治的に無関心である」

というステレオタイプのイメージに従えば，民主

党色をもっ無党派層が，弱い帰属層よりも政治的

関心が高いのは予想できないことである。 1964年

から 1972年においては民主党よりの無党派層が

強い民主党帰属層よりも高い政治的関心を示して

おり，明らかに政党色をもっ無党派層が，従来の

無党派層カテゴリーから逸脱した性格を持ってい

ることがうかがえる。つまり， 1960年代以降に現

防41956 1958 19切196219ωl鰯19侃19701972 I問 19761978 I鮒 19飽l錦4198619鎚i蜘 l似i鰍(年)

出典:田中，前掲資料， 152頁

図4 政党帰属意識(7段階尺度)の推移:1952-94 
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出典.田中，前掲資料， 154頁

図5 民主党帰属と無党派層の政治的関心度:1964-88 

れた無党派層は，政治的関心が高い層(政党色を

持つ層)と，政治意識の低い従来の層の二層から

なっている，と考えられ，無党派層を一元的に捉

えた考察の有効性は限界があるといわざるをえな

い。しかも，政党色を持つ無党派は， 90年代に入っ

て若干増加傾向にあることは，図4から読み取る

ことができ，これはアメリカにおいて政治的関心

の高い無党派が目立ってきていることを意味して

しユる。

このような政党色を持つ無党派層が，強い無党

派志向を持つ有権者であり，彼らが時とともに無

党派としての帰属意識を強化していく，とすれば，

そして，一方で，政治的関心の低い無党派は政治

的経験を積むほど既成政党への帰属意識を獲得し

ていくならば，もはや無党派層は残余のカテゴ

リーとして捉えられるべきではない。「無党派」層，

特に積極的に無党派を志向する層については，従

来の政党支持の測定方法では把握しきれない面が

あるのである。

おわりに

戦後アメリカ政治学の申し子ともいうべきミシ

ガン・モデノレは，その公開性ゆえに容易に論争の

対象となり，有権者行動に対する一元性ゆえに修

正を迫られた。すなわち SRCは，リベラル一一保

守といったイデオロギ一概念を用いて政党や候補

者を評価することができるのは，教育水準と政治

的関心の高い人のみであるという規定のもとに有

権者の合理性を限定した。よってインデ、イペンデ

ントは政治的関心が低く，イシューについてもよ

く知らず，合理的な投票選択を行なっていない層

であると捉えられるのである。

しかしながら，有権者を「イデオロギー」のレ

ベルで捉えることは[""真の投票行動」に目をつぶ

ることになる。すなわち，個人にとってのイシュー

の意味が変わる場合，あるいは個人の社会環境が

変わる場合，回答は「イデオロギー」ではなく，

回答者の「身近な利益」によって導かれている可

能性がある。よって，これによる投票行動を「真

の」投票行動ではないということはできない。さ

らにデータから， 60年代中頃から急増したイン

ディペンデントが， SRCの規定するイメージと合

致しないJ性格をもっていることが実証され，イン

ディペンデント=政治的関心の低い層」という図

式は成立しえなくなっている。つまり，有権者の

信条体系，政党帰属意識は，ともに多次元性をも

つものなのである。

確かに，政治参加，選挙参加は，政治関心度と

密接な関係がある。政治的関心が年齢とともに伸

びていくのは年齢と選挙参加回数が比例するから

である。ミシガン理論はこの点に関して最も楽観
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的であった。政党帰属の発展と成熟に関する一般

に形式化された理論は，たとえ政党政治がゼロか

ら出発した国でも，初期政治的社会化効果と年齢

による蓄積で 3世代内に政党支持度は「成熟」

に達するのである。しかし，現実はこのように容

易には進まなかった。政治に対する不満が高まる

とせっかく築きあげてきた政治的関心や政治的有

効性感覚，政党支持度など，あっという聞に崩れ

てしまうからである州。ある研究者は，巨大大衆

社会において一つの政党を固守して画一的に票を

投じる方がむしろ異常なのであって，種々のレベ

ルの選挙において政党のラベルにとらわれずに各

候補者の政策なり争点なりを基礎として投票する

有権者の方が意識の面でも合理的かつ近代的であ

る，と指摘し Iアメリカの有権者もようやく政治

的成熟の域に達し，近代化されたと言えなくもな

い}50l，とするが，すでにみたように，一方ではい

かなる投票も合理的であると考えられるのであっ

て I合理性」という点で現在の有権者像と従来の

有権者像に線を引くことはあまり意味がない。む

しろ「脱工業化社会j，I脱物質的価値観」の登場

によって，政党と有権者の聞の媒介物が多様化し

た瞬間に，社会構造におけるある種の線引きがな

されうるのであり，それはまた，既成の枠組では

捉えきれなくなった有権者の「真の」投票行動な

のである。

また，SRCの規定の中に，大衆のイデオロギー，

信条体系に対する一義的な見方と，エリート主義

的な感覚が混在していたことは否めない。その感

覚は，ウォーラスやリップマンの系譜を受け継い

だ，歴史的認識の潮流であったのであり，それ故

に行動科学が抱える致命的な問題ともいうべきも

のに直面したといえよう。

最後に，本稿が「現代アメリカの政党再編成」

というより大きな課題中占める意義と，今後の展

望を示して筆を置くこととしたい。

前述した通仏政党再編に関しては膨大な量の

先行研究が存在するが，伝統的な(つまり第5次

までの)再編成が前提としてきたのは，インプッ

ト側 有権者の要求，支持 大きな変動を受
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け，結果として政党聞においても新しい勢力関係

が定まり，それに対応して政治の方向も決まる，

ということであった。一般にシステムとは，相互

に関連を持つ諸要素によって構成された統一的全

体を指す。したがって政治システムとは，相互に

関連性を持ってシステムを構成している政治現象

の全体を指す概念だといってよい。その意味で，

再編成を論じるためには，インプット側のみでは

なく，アウトプット側一一行政決定，政府決定，

統治形態一一，さらには，インプットサイドに位置

し，政治決定システム内で議会に国民からの要求，

支持を政策として持ちこむ「政党」とその構造に

対する分析を相互に関連させる必要があるのであ

る。

しかしながら，本稿では，アメリカにおいて「支

持」の概念を規定していた政党帰属意識モデルが

修正を迫られ，インプット側の変動を明確に基礎

付けることができなくなったことを論証した。こ

れによって導かれる結論は以下の二つである。第

一に，ひとたび確立されたモデルは，社会の構造

の変化に伴って常に有効性を問われるべきであ

る。第二に，よって再編成概念を規定していたモ

デルが部分的にせよ無効であることは， (伝統的

な)再編成がもはや成立する状況にないことを示

唆しうるのではないか。
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各レベノレで公職を獲得している党所属の政治家

及び党の指名を得たそれら公職への候補者から

なるのが「政府の中の政党」であるが，.選挙民

の中の政党」は，政党の候補者とアピールのコ

ンシューマーとしてアメリカの政治システムの

中の多数派を作り出す有権者の選考の不安定性

につねに脅えている，受動的なものとなる。

(Frank J • Sorauf， Pmか Politicsin Ameri二
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(25) 川人，前掲論文(注3)，371-372頁
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(幼三宅，前掲書(注20)99頁

(29) 伊藤，田中，真淵前掲書(注 17).123頁

側川人，前掲論文(注3).364頁

仙川人貞史「アメリカ政治の変容と政治学(2)J

(北大法学論集第31巻第2号)904頁

(32) 向上.908頁

(33) 向上.908-907頁

ワッテンパーグは.60年代後半からの有権者

の支持態度の変化は，二大政党に対する否定的

(negative)態度というよりむしろ，中立的

(neutra])態度であるとしている。 (Martinp. 

Wattenberg， The Decliηe 01 American Politi¥ 

cal Parties 1952-1988， (Harvard University 

Press，1990) pp.52.)彼が言うように，有権者は

より争点，人物志向になってきており，政党に

対して中立的姿勢をもっている，ということは，

ここでいう「回答者の身近な利益」が，政党帰

属を超える場合が考えられよう。さらに，この

ことは，やはり 60年代から増加し始めた分割投

票に示唆を与える。つまり，分割投票は I二大

政党のいずれをも完全には信頼できない有権者

が，両党の政策の聞の中間的な政策選考を示す

ために，一種のソアイスティケイトされた分割

投票を行っている (Fiorina，1990)のではなくむ

しろ I有権者が大統領と下院議員とに異なった

役割期待を持っていることから生じた現象

(Gacobson，1989)であるといえる。すなわち，

大統領は合衆国の「象徴J. I道徳的リーダー」

として，広汎な利益を推進することが期待され

ているが，下院議員はこれと対照的に，全体と

しての国家利益にかかわらず，代表する選挙区

を連邦政府の政策による損害から守ることを期

待されている。アメリカにおける現職議員の再

選率の高さは，有権者が彼らの選挙区の利害を

優先した結果であり I偶然による分割政府の出

現」の頻度が高まっていても不思議ではない。

(34) 同上.904頁

仰向上.903頁

側伊藤，田中，真淵前掲書(注20)，123頁

なお， SRCの世論調査は 1960年以来，何度か
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改良されている。 1960年には有権者の政党選好

に関する情報を得るための自由回答式設問が追

加された。 64年には，イッシューに対する意見

を聞く設聞が従来のリッカートタイプから二者

択一式に変更された。また， 68年には，候補者

に対する好意的な態度を O度から 100度 (50度

を中立とする)の温度のアナロジーで表明させ

る「感情温度計の設問 (feelingthermometer) 

が追加されている。また，イシューに対する二

者択一式の設問の一部は，二つの意見を両極と

する 7点によって回答者自身の意見を表明さ

せ，それぞれの候補者がそのイッシューでどこ

に位置しているかを答えさせる 7点スケール

(seven point scale)に変更されている。 72年

にはほとんどのイシューに関する設問でこの 7

点スケールが用いられた。(}l1人，前掲論文(注

3). 34頁)

(訂) 彼の合理的アプローチによれば，個人の政党

支持は決して固定的ではなしたとえそれが当

初は親から伝えられたものであっても，社会状

況，政治事件，現職大統領の政治運営実績など

についての彼自身の認識に応じて変化する傾向

がある。この理論に従えば，現在たとえ政治的

社会化における家族の役割が低下し，政党支持

の世代間伝達がかつてほど有効になされていな

いとしても，その後の経験を通じて投票者個人

は伝達された政党支持を強化し，あるいは，新

しい政党支持を形成しうる。また，政党支持が

決して固定的ではないという点ではその比率の

短期的増減それ自体は必ずしも政治的に大きな

意味は持たないが， 1980年以降の共和党支持者

の増加がレーガン共和党政権の政策提案，実績

に対する一部の選挙民の肯定的評価の結果であ

るという解釈も十分な根拠をもっ。(吉野孝「ア

メリカ政党衰退論の再検討(ー)一一政党「中立的」

投票者の増加と全国委員会の活性化を中心に

一一J(早稲田政治経済学雑誌第291号.1987年)

138頁

(38) 同上，同頁

① 実際は，政治学ならびに投票行動における



合理的選択理論は，かなり長い歴史をもって

いる。特に，ダウンズ(Downs，A.)の著作(W民

主主義の経済理論~， 1957)以来，政治的アク

ターが合理性を持っているという前提のもと

でおこる行動を論理的(演鐸的)に導くとい

う数理的アプローチの研究が，ロチェスター

大学を中心に進展していた。合理的選択理論

は，市場における売り手，買い手の取引を主

な分析対象として発達し，投票行動に応用さ

れたものであるが，分析対象が一般の有権者

が合理性をもっているという命題を受け入れ

る研究者が少なしなかなか投票行動研究に

おける合理的選択理論が広まらなかったと考

えられる。それが大きく変化したのが，業績

投票理論の登場で「有権者の合理性」が確認

されてからになるわけである。(伊藤，田中，

真淵前掲書(注 17)， 126-127頁)

② また， 1966年に，v.oキイがSRCの通説に
初めて異議を唱えている。彼の死後に出版さ

れた TheResponsible Elecfrate (1966)の中で

は，.全体としてみれば，選挙民は提示された

選択肢と利用可能な情報次第で我々が期待す

るような合理的で理非をわきまえた行動を

とっている」と述べている。キーの分析は，

ギャラップ調査を用いて 1936年から 1960年

の大統領選挙について行なわれており，彼は

連続する 2回の選挙における選挙結果をもと

に投票者を同一投票者(standpatter)，投票政

党変更者 (switcher)，新投票者 (newvoter) 

の3つに分け，投票政党の変化とイッシュー

に対する意見との相違を見出そうとした。彼

は分析により投票政党変更者は自己の政策選

好にあわせて投票決定を行っていると結論付

けたが，川人 (1980) は，彼の分析は選挙民

の一部をとってラショナルである事を示して

おり，それは全体の選挙民について述べた

SRCの仮説を有効に攻撃した事にはならな

いと指摘している。したがって，キーの議論

は有権者のラショナリティに関する分析とい

うよりも，彼の古典的民主主義に対する信念

現代アメリカの有権者像

として理解する方がよい。 (}I1人，前掲論文(注

3)， 354-352頁)

(39) 同上， 124頁

側川人，前掲論文(注3)，347-348頁

(41) 向上， 348頁

ω) 60年代以降の変化でもうひとつ忘れてはな
らない徴候として，投票率の低下が上げられる。

アメリカでは 60年代以降，投票率が一貫して低

下する傾向が見られ，大統領選挙では 1960年の

62.6%をピークにして，その後何度かの例外を

除いて投票率は低下し続げている。これは全般

的な傾向とはいえ，低下の程度は社会層の違い

に応じて異なっており，特に低学歴，低所得者

における低下は著しい。(この点については，五

十嵐武士「アメリカ政治の危機の様相 自由

民主主義の政治文化に関連して一一JW思想~ (岩

波書庖， 1992年)に詳しい。)

仰) 三宅，前掲書(注20)，99頁

制)田中愛治「政党支持なし層の意識構造 政

党支持概念の再検討の試論」レヴァイアサン第

203号， (1997年4月)110頁

(その後，ワイスパーグの提示した政党帰属意

識の三次元仮説は S.カミニエツキによって

かなり丁寧に再検討された。また，実証的には

政党帰属意識はやはり一次元的であるとして，

ワイスパーグに反論する研究も出てきた。しか

し，やはり多次元的であるという論文も出され

ており，結論は見ていない。)

陥) 無党派増加のメカニズムについては現在のと

ころ 2つの理論モデルが存在する。

一つはコンヴアースによる「ライフサイクル変

化モデルJ Oife cycle change modeOと呼ばれ

るもので，政党離れは一時的なものであり，基

本的には無党派層は政治生活 (politicallife)の

経験を積むにしたがって政党色をもつようにな

り，次第に弱い政党帰属意識から強い政党帰属

意識を獲得するようになる(政党帰属意識の強

化一一Intensification of party identifica-

tion) ，と予測するものである。このモデルに従

えば， 1966年にはベトナム戦争の深刻化や，公

39 



北大法学研究科ジュニア・リサーチ・ジャーナル No.10 2003 

民権運動の盛り上りといった大きなインパクト

を持った政治状況があったが，それにもかかわ

らず民主，共和両党の政策的差異がなくなって

しまったために，その当時選挙年齢に達した有

権者が政治不信に陥り，その結果として無党派

層が増えた，と考えることができる。また， 1972

年には投票年齢がそれまでの 21歳から 18歳に

引き下げられ，若く政治的経験が浅い有権者の

数が増えたので，当然のことながら無党派層が

増加した，と解釈できるのである。そしてこの

無党派層は，一時的に増えても，政治的，社会

的混乱が収まれば時間とともにその比率は減少

していくはずである。

これに対し I世代間変化モデ、ルJ (gener-

ational change modeI)と呼ばれるものは，無

党派層の増加は世代間変化であり，無党派層が

多い世代は他の世代よりも常に無党派層が多

く，そのパターンは時が経っても変わらない，

という説明をしている。エイプレイムソン

(Paul R • Abramson)が唱えたこのモデルに従

えば， 1960年代に投票年齢に達した有権者は，

ライフサイクル変化モデルの差異の説明と同じ

理由で無党派層が増加したと考えられるが，そ

の後もその無党派層は，特に政党帰属意識を獲

得することはないだろう，と予測する点におい

て，異なった結論を導く。

岡田中愛治，前掲論文(注 7)，168頁

(47) 同上， 153頁

仰) 同上， 153頁

(49) 三宅，前掲書(注20)，242頁

40 

投票率の低下は，注仰)で示したとおり，教育

程度に比例すると考えられてきた。確かに，民

主党支持者層，共和党支持者層を見ると，教育

と投票率は比例関係にあり，ニューディール後

の若い世代においてもその関係は維持されてい

る。無党派のみを絶対的に見た場合，教育程度

と投票率の関係は確かに比例するが，しかし民

主党，共和党支持層，特にニューディール後に

投票年齢に達した若い世代と相対的に比較する

と，明らかに投票率は低い数値を示しているの

である。よって，無党派全体が増加傾向にあり，

さらに無党派層の構造において徐々に政党色を

持つ無党派，つまり教育程度，政治的関心の高

い層が増加している，という事実を考慮すると，

今日では米国史上最も高い教育程度を誇る世代

が，投票日には国民全体の投票率を下げしまう

わけで，教育が現代アメリカ政治の矛盾を必ず

しも克服していないことさえ明らかになる。ミ

ラーは I最終的な政治的帰結というものは，民

主主義に関する古典的な命題によって予想され

ていたとおりにならないのではないか」といっ

て，アメリカ政治の「危機」を指摘している。

(この点については，ウォーレン・E・ミラー(田

中愛治訳)I米国における有権者の構造変動一一

世代交代論 J W思想~ (岩波書庖， 1992年)， 

90頁を参照のこと。)

(50) 藤本，前掲書(注 1)， 165頁

(いしがみ けいこ 北海道大学法学研究科修士

課程修了)
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